
 

       
 

 

１ 目的 

県が実施する事業について、その目的又は目標に照らして、必要性、有効性、効率性などの観

点から点検を行い、その結果を翌年度以降の事業の改善等に反映させます。 

２ 点検の対象事業 

平成 28 年度に実施した事業のうち、職員の給与費や内部管理経費のみの事業などを除く全て

の事業（861 事業）を対象としました。 

３ 点検の主体及び方法 

          事業担当部局が事業改善シートにより自己点検を実施しました。 

４ 点検の内容 

ア 事業実績      …予算に基づき実施した事業の内容 

イ 事業コスト     …予算額、決算額、概算人件費などの事業コスト 

ウ 成果目標の達成状況 …予算編成時に設定した「成果目標」の達成状況の把握と分析 

  エ 今後の事業の方向性 …事業の平成 29年度予算での対応状況や今後の方向性 

５ 点検結果 

実績値が確定している 1,363 の成果目標の達成状況は、923 目標（67.7％）が「達成」となり

ました。一方、440 目標（32.3％）が「未達成」となりました。 

これを受け、事業担当部局においてそれぞれの事業について自己分析を行い、今後の方向性を

検討しました。この結果、対象事業全体（861 事業）のうち、15.3％に当たる 132 事業が「事業を

見直して実施」となりました。 

 

 

 

Ⅵ事業点検の概要 



 

 

(１) 部局別の点検結果   

部局名                                   事業数 

成果目標 

達成 未達成 計 

危機管理部 8 5 4 9 

企画振興部 41 42 14 56 

総務部 10 12 2 14 

県民文化部 59 72 50 122 

健康福祉部 169 185 95 280 

環境部 22 21 17 38 

産業労働部 79 98 30 128 

観光部 40 36 38 74 

農政部 115 137 52 189 

林務部 84 67 48 115 

建設部 105 112 34 146 

会計局 4 0 0 0 

企業局 3 8 0 8 

教育委員会 93 103 43 146 

警察本部 25 25 13 38 

その他 4 0 0 0 

計 861 
923 

(67.7％) 

440 

(32.3％) 

1,363 

(100.0％) 

（２）今後の事業の方向性 

  現行どおり実施 見直して実施 事業を実施しない 計 

事業数 
704 

（81.8％） 

132 

(15.3%) 

25 

(2.9%) 

861 

(100.0％) 

 

６ 点検結果の活用 

事業点検の結果は、翌年度以降の事業の改善や新たな事業の企画立案等に活用します。 

    なお、本年度は 11 事業について、県民と協働で将来に向けた事業の改善を図る「県民 

協働による事業改善」を実施しました。 


